
        

農業の担い手としての集落営農
――　富山県下における集落農場制への取組みから　――

　
　
　
１ 「食料・農業・農村基本法」（「新基本法」99年７月）が唱える「効率的かつ安定的な農業経営
の育成」に向けて具体的施策が打ち出されようとしているが，2001年８月の農林水産省の
「農業構造改革推進のための経営政策」等においては，農業経営関連施策を「育成すべき
農業経営」に対し集中的・重点的に講ずるといった，政策対象の絞り込み，選別的な色彩
が濃く打ち出されている。
　　また集落営農については，政策対象とすべきか否かは今後検討するとされており，この
ため集落営農およびその育成に携わってきた農協，自治体等では大きな不安を抱えてい
る。
　
２．稲作を中心とする日本農業の基本的課題は，農地の個別・零細・分散的土地所有形態
を，集団的・面的な利用体系に編成し直し，今日確立されている栽培技術，農業機械・施
設の利用体系との整合性をもたせることである。こうした体系的再編を前提にしてはじめ
て，担い手の在り方，地域農業資源の維持管理等を視野に入れた地域農業マネージメント
体系が構築される。

３．今日農地をはじめ地域農業資源は，集落機能が低下したとはいえその維持管理面では集
落が依然大きな役割を果たしている。とりわけ，農地利用の相互調整は，集落の合意形成
を経なければ極めて困難である。これが，賃貸借による大規模経営体による農地の集積が
進展しにくい理由の一つとなっており，大規模経営体においても集落によって担い手とし
て認知され，その農地の利用調整機能に依拠しなければ効率的な経営の発展は難しい。
　
４．集落営農は，元来その構成員のほとんどが兼業農家であり，個々の農家では経営継続が
困難なために創設されたものであるが，集落の総意に基づく農地利用の面的利用，農業機
械・施設の共同利用等による効率的経営の実現をはじめ，地域農業資源の保全・活用，地
域社会の維持・活性化に大きく貢献している。とはいえ，後継者やオペレーターの確保
等，独自の課題も抱えている。
　
５．こうしたなかで，富山県においては80年代初めから県をはじめ農協，関係機関が一体と
なって集落営農組織の育成に力を入れてきており，近年では完全協業組織が数多く育って
きている。なかには，７つの集落営農が統合することによって効率的な180ha規模の経営体
が生まれつつあること，中核農家と協業組合が一体となって相互協力的な集落営農を設立
していること，農協の役割・機能が橋渡しになって，中核農家と集落営農が相互補完的に
地域営農システムを形成している等，集落営農が抱える課題を克服しつつ，新たな可能性
に挑戦している事例が出現している。
　
６．このような実態を無視して，中核農家の存在のみを政策対象とすることは，地域農業の
実態や農業者の意向をふまえた現実的な政策対応とはなり得ず，かえって地域農業システ
ムの環を断ち切る恐れさえある。大切なことは，集落営農を多様な担い手としてまず認知
し，その上で政策対象とすべきか否かは意欲と能力を有する集落営農の自らの判断・選択
に委ねるべきであろう。

．

〔要　　　旨〕
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　21世紀の日本農業の基本理念とその基本

方向を示した「食料・農業・農村基本法」

（「新基本法」1999年７月）には，「食料の安定

供給の確保」「多面的機能の発揮」「農業の

持続的な発展」「農村の振興」の４つの基本

理念が謳われている。これらの理念はそれ

ぞれ個別に追求されるべきものではなく，

相互に深く連関しており，総合的な施策の

もとで達成されるべきものであることはい

うまでもない。

　新基本法では，４つの理念の実践的な意

味において，「農業の持続的な発展」が中核

的な理念として位置付けられており，その

ためにまず「望ましい農業構造改革」が必

要だとしている。さらにその条件として，

「効率的かつ安定的な農業経営を育成し，こ

れらの農業経営が農業生産の相当部分を担

う農業構造を確立」するとしており，また

そのために「専ら農業を営む者等による農

業経営の展開」に必要な施策を講ずるとし

ている。こうした政策的枠組みは，「新しい

食料・農業・農村政策」（「新政策」92年）や

農業経営基盤強化促進法に基づく「認定農

業者制度」（94年）等の構造政策の延長線上

に位置付けられるものといえる。

　さらに，01年８月に農林水産省から「農

業構造改革推進のための経営政策」が打ち

出されたが，ここでは農業経営関連施策を

「育成すべき農業経営」に対し集中的・重点

的に講ずること等により，農業構造改革を

推進し，「望ましい農業構造」を実現すると
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いった，政策対象の絞り込み，選別的な色

彩が濃く打ち出されている。

　こうした政策の方向性には，新基本法で

謳われている４つの理念の相互関連や，地

域の実情に応じた多様な担い手の育成とど

のようにかかわるのか，また育成すべき「効

率的かつ安定的な農業経営」の具体的内容
（注1）

をどう措定していくかといった課題が残さ

れている。

　とりわけ，本稿が取り上げている集落営

農組織については，政策対象とすべきか否

か今後検討するということになっている。

このため，地域農業の実態を踏まえ長期に

わたって集落営農を育成してきた地域にお

いては，補助事業の導入や各種制度資金の

活用，さらには生産調整や経営安定対策等

の見直しに際して，大きな不安を抱えてい

るところがある。

　本稿は富山県下の集落営農育成の実態を

例にとりつつ，その意義と可能性を検討す

るとともに，集落営農を多様な担い手とし

て積極的に評価していくべきことを提案す

るものであり，加えて農協が集落営農の育

成にどうかかわっていくべきかもあわせて

ふれてみたい。

　（注1）　新基本法の具体化プランである「食料・農
業・農村基本計画」（00年３月）においては，「効
率的かつ安定的な農業経営」とは，「主たる従事者
が他産業従事者と同等の年間労働力で地域にお
ける他産業従事者とそん色ない水準の生涯所得
を確保し得る農業経営」と規定している。

　　　また，施策の対象となる「育成すべき農業経
営」とは，「『経営を単位とした農業経営所得安定
対策』の今後の検討方向」（00年12月）ならびに
「農業構造改革推進のための経営政策」（01年８
月）において，経営規模の拡大等の経営改善をし
ていこうとする「専ら農業を営む者その他経営意

　　欲のある農業者」のいる農業経営をいい，「効率的
かつ安定的な農業経営」に発展する可能性の高い
農業経営のほか，既に「効率的かつ安定的な農業
経営」となっている経営や経営意欲の高い新規参
入者も含まれるとしている。

　　　さらに，認定農業者制度の定着をかんがみ同制
度を活用することが適当であり，認定農業者のい
る農業経営も「育成すべき農業経営」の基本とす
るとしている。

　　　また，「育成すべき農業経営」以外の農家等につ
いては，「地域の農業資源の維持管理において，一
定の役割を担うもの，豊かな自然環境のなかで，
健康，生きがいのための農業など人と自然との共
生の役割を担うものと位置付け，農村振興施策等
については，これら農家等も含めて施策を実施す
る。」として，農業経営関連施策の対象外に位置
付けている。

　

　

　

　

　（1）　大規模経営体に農地集積がどれだ

　　　　け進んだか

　2000年「世界農林業センサス」によって，

総体としての日本農業をみてみたい。ま

ず，総農家戸数は85年以降の各５年間の減

少率が約１割の水準を続ける一方，販売農

家の減少率が全体の減少率を上回って推移

している。農家人口をみると，00年には

1,346万人と前回95年調査比で10.8％減少

するとともに，65歳以上の高齢者の占める

比率は3.9％上昇し28.6％の水準に達する

等，農家の高齢化が一層進展した。さらに，

近年増加が指摘されている耕作放棄地は，

21万 と前回調査比で29.8％増加した。

　このように，総体としての日本農業は引

き続き縮小傾向にあり，脆弱化を続けてい

るということができるが，それでは「育成
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すべき農業経営」，すなわち大規模経営体等

に農地の利用集積・団地化といった生産要

素が集中し，「効率的かつ安定的な農業経

営」が育成される等の構造改革が進んでい

るのであろうか。

　そこで経営耕地規模別の農家数（都府

県・販売農家）をみると（第１表），小規模農

家層の減少に対して大規模農家層の増加が

みられ，その増減の分岐点は75～80年の2.5

から95～00年には４ へと上昇してお

り，生産要素の集中の一端がうかがえる。

しかし，95～00年において経営規模が増加

した４ 以上層の増加率を時系列でみる

と，近年低下傾向にあり，また５ 以上層

の構成割合は1.9％にしか過ぎない。こうし

てみると，「効率的かつ安定的な農業経営」

が順調に育っているとはいえない。

　また，同センサスの分析結果によると，

経営耕地５ 以上層の経営耕地面積シェ

アは12％，これに受託組織，集落営農等の

サービス事業体が行った受託を含めての

シェアは20％に達しているが，新基本法が

描くような「望ましい農業構造」にはかな

り大きな距離があるという評価が妥当であ

ろう
（注2）

。

　（注2）　基本的には，「望ましい農業構造」にはかな
り大きな距離があるという評価をしているが，広
義な意味でとらえると，一定のシェアを占めるよ
うになった大規模経営は，かつてのようなネグリ
ジブルな存在ではなくなっているとしている。

　　　田畑保「農業構造の現段階―2000年センサス分
析―」『農業・農協問題研究』農業・農協問題研究
所，2002年７月，第27号

　

　（2）　「農業の持続的な発展」のための

　　　　基本課題

　ａ．農地の集団的・効率的利用に向けて

　稲作を中心とする土地利用型農業の最大

の課題は，個別・零細・分散的農地所有形

態を，集団的・面的な利用体系に編成し直

し，今日一定程度確立されている栽培技術

や農業機械・施設の能力を活用する体系と
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2000年 ５年間の増減率

全
国

都
府
県（
販
売
農
家
）

総農家

販売農家
自給的農家

計

例外規定
0.5ha未満
0.5～1.0
1.0～1.5
1.5～2.0
2.0～2.5
2.5～3.0
3.0～4.0
4.0～5.0
5.0～7.5
7.5～10.0
10.0以上

3,120 

2,337 
783 

2,273 

30 
515 
813 
388 
203 
115 
66 
69 
30 
28 
8 
8 

構成比

100.0 

74.9 
25.1 

100.0 

1.3 
22.6 
35.8 
17.1 
8.9 
5.1 
2.9 
3.0 
1.3 
1.2 
0.4 
0.3 

80／75＊

△5.9

-
-

-

△1.3
△3.7
△9.2
△10.3
△6.0
△0.8
7.8
19.1
33.5
51.5
82.2

85／80＊

△6.1

-
-

-

0.3
△3.5
△9.4
△10.6
△8.6
△4.1
1.0
10.3
24.1
43.8
35.2

90／85

△9.3

△10.4
△5.4

△10.3

△21.6
△11.7
△11.2
△11.9
△10.6
△6.4
△2.5
4.2
16.6
37.6
41.8

95／90

△10.2

△10.7
△8.3

△10.6

△10.8
△10.2
△11.8
△12.8
△13.0
△10.5
△7.3
△1.0
9.2
27.4
54.4
56.5

00／95

△9.4

△11.9
△1.1

△11.8

△15.3
△13.7
△12.1
△13.4
△12.9
△10.5
△8.6
△4.1
1.8
13.5
36.8
42.9

資料　農林水産省「農（林）業センサス」
（注）　＊は旧定義によるものであり，経営耕地規模区分は，便宜上，販売農家の規模区分を利用。

第1表　経営耕地規模別農家数の推移
 （単位　千戸，％）

｝ ｝ ｝



        

の整合性を持たせていくことである。

　ちなみに，米生産費調査によって大規模

経営体の生産・収益構造をみると，経営耕

地面積が増大するにつれて，10 当たりの

コストや労働時間が低下する傾向を示して

いるが，玄米収量や所得を加味すると，必

ずしも規模の経済が働いているわけではな

い。10 当たりの所得ベースでいえば，３

～５ 規模層が最も高い。つまり，零細・

分散のままの農地を断片的に借り受け規模

を拡大しても，集団的・面的農地利用がで

きず，本来採り得べく栽培技術や機械・施

設の利用体系が生かされず，能力が分断さ

れてしまうのである。

　95年農業センサスによって農地の分散状

況をみると（第２表），水田のある農家１戸

当たり全国平均では，水田経営面積0.80

，団地数3.34団地，１団地当たり面積0.24

となっており，また団地の分散状況で

は，５か所以上が22％を占めている。この

ことから，総体としての農地の零細・分散

性が確認できる。しかも，経営耕地面積別

の10 以上層になると，１戸当たりの団地

数が13団地，その分散状況も「20か所以上」

の割合が２割を超えている。大規模稲作経

営体の調査先で，受託農地を地図上で見せ

てもらうと，その分散ぶりには驚かされる

ことがあるが，こうした経営耕地の零細・

分散性が効率的な経営発展の妨げになって

いることは否めない。

　ところで，零細・分散性を克服するため

に農地保有合理化事業等によって，賃貸借

による利用権の集積が図られてきている。

しかし，その推進を実質的に担っている農

地管理組合や農地利用組合等は，集落の基

盤に乗って設立されている。したがって，

集落の合意形成を経なければ事業の進展は

不可能であり，事業の中核をなす「利用調

整機能」は，あくまで集落にあるといえる。

すなわち，集落内の農地は個々の農家に所

有されてはいるが，その利用は水利権や農

業用排水路，農道等の地域農業資源と一体

化されてはじめて生きた農地と成り得るも

のなのである。
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1戸当たり
田面積

規
模
別
　

経
営
耕
地

全国

北海道

都府県

販売農家

３ha未満
３～５
５～10
10～15
15～

0.80 

5.54 

0.74 

0.88 

0.74 
2.79 
4.75 
8.01 
13.81 

3.34 

2.07 

3.36 

3.75 

3.57 
6.22 
8.58 
13.65 
13.53 

 資料　農林水産省「1995年農業センサス」
（注）　「団地数」とは地続きとなっている耕地の集団数。

第2表　水田の経営耕地および団地数（1995年・水田のある農家１戸当たり）
 （単位　ha，戸）

1戸当たり
団地数

0.24 

2.67 

0.22 

0.24 

0.21 
0.45 
0.55 
0.59 
1.02 

1団地当たり
田面積 ４か所

以下　

78.5 

94.7 

78.3 

73.4 

75.3 
41.4 
29.9 
27.9 
53.1 

団地の分散状況（構成割合％）

5～9

18.3 

5.0 

18.5 

22.6 

21.6 
41.3 
38.3 
24.8 
13.1 

10～19

2.9 

0.2 

2.9 

3.6 

2.9 
15.1 
24.3 
25.6 
13.7 

20～29

0.2 

0.0 

0.2 

0.3 

0.1 
1.7 
4.9 
9.6 
6.0 

30以上

0.1 

0.0 

0.1 

0.1 

0.1 
0.5 
2.7 
12.1 
14.1 



        

　後に述べる集落の合意形成を踏まえ，農

地の集団的・面的利用を可能としている集

落営農の積極的意義はまさにこの点にある

ことを認識する必要があろう。

　ｂ．地域農業資源の保全・活用と農法の

　　　変革

　新基本法が謳う農地，水，担い手等の生

産要素の確立や自然循環機能の維持増進

は，集落等をはじめ地域全体としてのまと

まりのなかでなければ極めて困難なことが

明らかとなりつつある。また，農業の多面

的機能の保全と発揮についても然りであろ

う。

　前述のとおり，「農業の持続的な発展」の

ためには，集落の合意形成を基礎とした農

地の集団的・面的利用を第一の前提条件と

するならば，次はそのうえで個別の地域農

業資源の保全と活用をどのような地域の体

系（農法）として編成していくかが重要であ

ろう。

　農法改革の視点は，労働手段体系（機械装

備とその利用体系，労働力編成等），雑草・病

虫害防除体系（耕耘・中耕・輪作等），地力再

生産体系（施肥技術，輪作，有畜複合等），耕

地利用体系（輪作，作付順序，圃場整備，経

営組織，作業・経営受託等）といった農業生

産力視点のものがあるが，このほかに経営

管理体系（経営管理手法，決算，農地管理，生

産・販売・流通・マーケッティング）視点

や，自然循環機能の維持を考慮した環境保

全体系（循環型の地域資源活用とそのシステ

ム化，住民とのパートナーシップを含む）と

いった地域活力からの視点も提起されるに

至っている
（注3）
。

　つまり，集団的・面的な農地利用を前提

に，個々の具体的要素，農法的な要素をど

のように組み合わせ，体系化していくかが

求められているといえよう。

　（注3）　従来の農法理論の成果を踏まえ，かつ今日
的な課題，すなわち販売等までを視野に入れた経
営力視点や環境保全の視点を加え，広く農村・地
域社会の存続まで含めた農法論は，極めて説得的
といえよう。

　　　矢口芳生『資源管理型農場制の存立条件』「日本
の農業　あすへの歩み　219号」，（財）農政調査委
員会，2001年，pp9～11

　

　ｃ．地域農業マネージメント体系の確立

　　　――多様な担い手とその連携を基礎に――

　さらにいえば，地域営農システムを視野

に入れた地域農業マネージメント体系が重

要であろう。集団的・面的な農地利用とそ

れを基礎に成立する新たな農法体系を考え

る際には，農地をはじめ各種の地域農業資

源は，地域および集団的なコントロールの

もとにあることを無視できないのであっ

て，仮にすべてを自己完結的に行っている

企業的大規模経営体であっても例外ではな

い。実際，後にも述べる大規模個別経営体，

農業法人，集落営農等との関連性をみる

と，それぞれの経営「目的」の違いがあっ

ても相互に連携・包摂し合っているのであ

る。加えて各種の生産・販売組織といった

多様な担い手の存在や，さらには農協の農

業関連機械や広域的施設等の機能分担がな

されてはじめて地域的な総合性・統合性が

確保されるのである。
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　なかでも，農村・農家の高齢化が進展す

るなかで，将来にわたる農業労働力を地域

としてどう確保していくかは極めて重要で

ある。地域の実情を踏まえた農業の多様な

担い手の育成にとって，高齢者，女性の役

割発揮はもとより，外部を含めた新規就農

者をどのように確保していくかといった，

地域全体の農業の将来ビジョンが欠かせな

い。

　こうした地域的な総合性・統合性が確保

されることによって，地域として農業の生

産から販売までの全過程を包括するマネー

ジメント体系が形成され得るのである。今

日，重要視されている消費者までを視野に

入れた地域としての販売戦略は，地域的な

総合性・統合性なくしてはなし得ないであ

ろう。そうした意味においては，少数の大

規模個別経営体や農業法人の育成のみでは

なく多様な担い手を認知し，それぞれの自

主性・自律性が尊重され，個性を発揮でき

るよう地域総体としての地域農業マネージ

メントの体系が確立されなければならない。

　（3）　地域農業資源と集落機能

　ところで，地域農業資源の維持管理面

で，今日集落がどのようにかかわっている

かを2000年農林業センサスからその一端を

みてみたい。

　まず，「農道の管理」については，全国13

万５千強の農業集落のうち12万２千強

（90％）に農道があり，そのうちの65％が農

業集落として管理している。さらに管理の

方法をみると，地帯によって若干の差異は

あるものの，「全戸出役」「農家のみ出役」

をあわせると，そのほとんどが「共同作業」

によって行われていることがわかる。

　また，「農業用用排水路の管理」について

みると，全国で約９割の農業集落に農業用

用排水路があり，そのうち約８割が農業集

落によって管理されている。管理の方法も

地帯の差異がほとんど無く，共同作業に

よって管理が行われている。

　「農道の管理」と「農業用用排水路の管

理」の違いを強いてあげれば，「共同作業」

であっても，前者が「全戸に出役義務」の
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地
帯
別

全国

都市的地域
平地農業地域
中間農業地域
山間農業地域

135,163 

31,588 
36,443 
43,396 
23,736 

122,091 

25,972 
34,119 
40,680 
21,320 

90.3 

82.2 
93.6 
93.7 
89.8 

64.6 

55.0 
61.9 
72.1 
66.0 

33.2 

19.4 
30.3 
41.7 
38.8 

30.7 

34.8 
30.7 
30.1 
26.9 

第3表　農業集落の施設管理（2000年）
 （単位　集落，％）

農業集落
数
（A）

B／A

農道の管理

「農道がある農業集落
数」の割合（n＝B）

共同作業

農家の
み出役
義務

全戸に
出役義
務

農業集
落とし
て管理
してい
る

農道があ
る農業集
落数
（B）

Ｃ／A

農業用用排水路の管理

「農業用用排水路があ
る農業集落数」の割合
（n＝C）

共同作業

農家の
み出役
義務

全戸に
出役義
務

農業集
落とし
て管理
してい
る

農業用用
排水路が
ある農業
集落数
（C）

123,044 

27,351 
34,768 
40,218 
20,707 

91.0 

86.6 
95.4 
92.7 
87.2 

79.9 

78.8 
79.5 
78.5 
74.8 

31.2 

26.7 
34.2 
32.2 
30.4 

46.6 

51.6 
44.8 
46.0 
44.2 

資料　農林水産省「2000年世界農林業センサス」



        

ウェイトが高く，一方後者が「農家のみ出

役義務」のウェイトが高い点であり，農業

生産の要素としての性格の違いが反映して

いるのであろう（第３表）。

　次に，農業集落の運営の一端を過去１年

間に集落でどのような寄り合いが行われた

かによってみてみたい（第４表）。まず「寄

り合い開催集落」の比率は98％と，地帯の

差異はほとんど認められずほとんどの集落

で開催されていることがわかる。次いで，

「寄り合いの内容」で比率が高いものは，「祭

り・運動会等の集落行事の計画・推進」

（88％），「環境美化・自然環境の保全」

（74％），「農道・農業用用排水路の維持・管

理」（73％），「生活関連施設等の整備・推

進」（72％），「水田転作の推進」（65％）等で

ある。

　また，主として行政が対応するものと考

えられる「農業集落内の福祉・厚生」

（46％）についても，若干比率は低いものの

集落が相当かかわっていることもわかる。

　なお，設問が「過去１年間の寄り合い」

ということであり，「共有財産の利用・運

営・管理」（古くからの慣行で運営されてお

り，とくに変化が無ければその慣行に従う），

「土地基盤整備等」（実施中，もしくは予定が
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第4表　農業集落の慣行――農業集落の運営――（2000年）
 （単位　集落）

全国
地帯別

農業集落数（A）

過去１年間で寄り合いを開催した農業
集落数（B）

（B／A）

「
過
去
1
年
間
で
寄
り
合
い
を
開
催
し
た
農
業
集
落
数
」の
割
合（
ｎ
＝
Ｂ
）

土地基盤整備
等

寄り合いを行った

うち農家のみ対象

135,163

133,028

98.4

18.3

14.3

都市的地域

31,588

30,886

97.8

11.8

10.0

平地農業地域

36,443

36,148

99.2

23.6

19.2

中間農業地域

43,396

42,715

98.4

19.6

15.0

山間農業地域

23,736

23,279

98.1

16.2

11.1

水田転作の推
進

寄り合いを行った

うち農家のみ対象

64.7

57.8

54.9

53.2

74.8

69.9

66.2

57.0

59.6

46.8

農道・農業用
用排水路の維
持・管理

寄り合いを行った

うち農家のみ対象

73.4

41.4

67.1

46.7

77.1

45.1

77.0

39.0

69.3

32.8

農業集落共有
財産の利用・
運営・管理

寄り合いを行った

うち農家のみ対象

33.0

10.8

26.7

12.1

36.7

13.6

33.2

9.2

35.1

7.8

生活関連施設
等の整備・推
進

寄り合いを行った

うち農家のみ対象

72.3

1.7

67.6

2.1

71.2

1.8

75.8

1.5

73.8

1.3

祭り・運動会
等の集落行事
の計画・推進

寄り合いを行った

うち農家のみ対象

87.9

1.6

83.6

2.2

88.0

1.8

89.4

1.3

90.7

1.1

環境美化・自
然環境の保全

寄り合いを行った

うち農家のみ対象

74.0

1.6

71.0

2.1

73.4

1.8

76.0

1.3

75.6

1.3

資料　第3表に同じ

農業集落内の
福祉・厚生　

寄り合いを行った

うち農家のみ対象

46.3

1.3

44.7

2.0

43.6

1.2

49.1

1.0

47.7

0.9



        

無ければ必要なし）の比率の低さは説明でき

よう。

　いずれにしても，農業集落の機能の低下

が指摘されているが，地域農業資源に限ら

ず，地域の環境，くらし，すなわち広義の

地域資源はすべての面で農業集落が今日で

も大きくかかわっていることが明らかであ

る。したがって農業生産，農村社会（地域社

会）の維持・活性化の視点からも集落機能

をどのように生かしていくかといった視点

は欠かせない。

　

　

　

　（1）　農政における集落営農の位置付け

　集落営農の概要にふれる前に，その農政

における位置付けをみてみたい。新基本法

および同基本計画では「農業生産組織活動

の促進」の項に集落営農がふれられてい

る。すなわち，「集落を基礎とした農業者の

組織その他の農業生産活動を共同して行う

農業者の組織，委託を受けて農作業を行う

組織等の活動の促進に必要な施策を講ず

る」としている。

　しかし，施策の対象となる「育成すべき

農業経営」とすべきか否かは，今ひとつ明

確ではない。農林水産省の「農業構造改革

推進のための経営政策」（「経営政策」）に

は，集落営農の扱いについては，その形態

や取組内容が多様であるが故に「慎重な考

え方」がある一方で，一定の要件を満たす

ものについては「対象にすべき」との議論

がある。したがって，政策対象とすべきか

今後検討するとしている
（注4）
。

　このほかに「経営政策」では，「育成すべ

き農業経営」に生産要素の集中が困難な地

域にあっては，「集落ぐるみの団地的営農を

確立し，集落を一つの農場として効率的に

一括管理・運営する集落営農の効率化を促

進する。」，また「全般的に担い手への農地

の利用集積のインセンティブが乏しい地域

等においては，それぞれの農業者の役割分

担の下で集落ぐるみの団地的営農を確立

し，『報酬分担』『役割発揮』の面で次第に

『農作業の中核的な担い手』への傾斜を強め

ていくことが望まれる。このため，現行の

集落営農支援策を重点化・効率化しつつ，

中核を担う者が他産業並みの生涯所得を目

指し，集落を一つの農場として効率的に一

括管理・運営する集落営農に対し」合理

化・効率化に資する適切な施策を講ずると

している。

　こうしたとらえ方，とりわけ後者におい

ては，今日全国で営まれている集落営農の

大部分は，その構成員のほとんどが兼業農

家によって構成されている実態を考慮する

と，大きな乖離が生じているといわざるを

得ない。なかには，専門的なオペレーター

層が出現しそうした層が集落営農の中核的

な担い手として育っているケースや，もと

もと受託組織が核となっているケースも散

見されるが，それらはあくまで集落の実態

を踏まえ，合意形成の後に選択した結果で

ある。したがって，端から一定の「予断」

を持つことは，後に述べる集落営農のもつ

意義を喪失しかねない。実際，実態調査で
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の現場の声として，そうした意見をもって

いる自治体関係者，集落営農のリーダー，

農協も多い。

　いずれにしても，集落営農は今日，農業

政策上の位置付けが今ひとつ明確になって

おらず，集落営農に携わる人たちから積極

的な評価を求める声が強い。

　（注4）　「対象にすべき」とする考え方の根拠とし
て，効率的営農や高付加価値化に向けた取組みに
より，その取組みの中核を担う者が他産業並みの
生涯所得の確保を目指しているものがあげられ
ている。また，「集団的営農の中核を担う者が他産
業並みの生涯所得の確保を目指し，かつ，収益・
費用のプール計算などを行うなど一定の要件を
満たすものについては，施策の目的，性格も勘案
しつつ，適切な施策を講じる。」（傍点筆者）とさ
れているが，要は今後の検討課題ということであ
ろう。

　

　（2）　集落営農の現状

　集落営農について，まずその概要を農林

水産省調査からかいつまんで述べてみた

い。

　前述のとおり，集落営農はその形態や取

組内容が多様であるため，集落営農を推進

している自治体をはじめ研究者等によって

もとらえ方が異なっている。ここでは，ま

ず統計的にその概要をつかむために，農林

水産省の定義に従って述べることとする
（注5）
。

　農林水産省の調査
（注6）
によると，00年11月１

日現在の全国の集落営農数は9,961で，全農

業集落に占める集落営農割合は7.4％と小

さい。これを農業地域別にみると，北陸，

近畿，中国の順でその割合が高く，主要作

目別では，「水稲・陸稲」（70％）が群を抜い

て高く，次いで「麦類」（12％），「雑穀・い

も・豆類」（９％）となっている。

　また参加農家規模別では，「10～19戸」

（24％），「20～29戸」（21％）の層が最も多

く，全国１農業集落当たり平均農家戸数22.8

戸（2000年農林業センサス）にほぼ照応した

かたちとなっている。地域的範囲では「単

独集落」で構成されているものが81％，「複

数」が19％となっており，また耕地面積別

（都府県）でみると，「10～19 」（28％），

「20～30 」（18％）と，両規模層の比率が最

も高い。

　次に，認定農業者の存在や後継者の有無

といった集落営農の継続性等の関連項目を

みてみる。集落営農に認定農業者がいる集

落営農の比率は全体では41％で，地域別で

は北海道，東北，関東・東山，東海でその

比率が相対的に高く，近畿（19％）， 北陸

（27％）で低い。　

　また集落営農の後継者の有無では，「い

る」とする比率は全体で41％であるが，地

域別では北陸（57％），関東・東山（48％）

で高い。前述の認定農業者の存在と後継者

の有無との関連性は関東・東山では高い

が，総体としてはそれほど明確ではなく，

とくに北陸においてはその関連性は見当た

らない。

　最後に活動内容（複数回答）をみると（第

５表），「オペレーター組織が利用」（50％）

と「参加する農家で共同利用」（44％）との

違いがあるが，「農業機械を共同所有」と，

農地の効率的利用を図るための「土地の利

用調整」（51％）の両者が集落営農の一般的

活動内容といえそうである。さらに，これ
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らをベースに作業形態としての「出役」体

制・労働力編成，管理・運営面での「一括」

か否か，さらには利用集積を通じての担い

手育成志向の有無等によって，活動

内容に違いを生じさせていることがわかる。

　これを農業地域別にみると，東海，東北

地域では，オペレーター組織を中心とした

担い手育成志向が強いこと，近畿地域では

転作等における農地の団地化と農業機械の

共同所有が結合契機として強いこと，さら

に北陸では担い手育成志向が比較的弱く，

農業機械の共同所有，農地の集団的利用調

整や参加農家の出役を中心とする作業体系

を基礎にした集落内の一括管理，すなわち

全農家による１集落１農場的な色彩が強い

といった地域別の特徴が現れている
（注7）

。

　（注5）　集落営農とは，「集落を構成する農家のう
ち，おおむね過半の農家が参加し，農業生産過程

　　における一部又は全部についての共同化・統一
化に関する合意のもとに実施される生産活動」と
し，農業機械の共同所有のみを共同で行う組
織，栽培協定，用排水の管理の合意のみを行う組
織は含めないとしている。

　（注6）　農林水産省「農業構造動態調査　地域就業
等構造調査－集落営農について－」（2000年11月
１日現在）

　（注7）　こうした傾向は，98～99年にかけて行った
当総合研究所の集落営農実態調査によっても裏
付けられている。道明雅美，木原久『集落営農組
織の活動実態に関する調査報告』農林中金総合研
究所，総研レポート11基礎研№5，2000年１月

　

　（3）　集落営農の意義と課題

　集落営農の概要は以上のとおりである

が，次に集落営農のメリットや果たしてい

る機能・役割について，これまでの実態調

査で明らかとなったことを述べてみたい。

　第一は，農地の集団化・利用調整（集団転

作・ブロックローテーション等）が整然と行

われていること，
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第5表　農業集落数および集落営農数（2000年・活動内容別）
 （単位　集落，％）

全国 135,163 9,961 43.5 

農業集落
数
（Ａ） 参加する

農家で共
同利用

集落営農
数
（B）

資料　「全集落数」は農林水産省「2000年世界農林業センサス」，「集落営農数」その他は農林水産省『農業構造動態調査』
（2000年11月１日現在）による

（注）　活動内容は9,961集落営農のうち，4,803の集落営農を対象とした標本調査から推定したもの。

49.6 12.1 

オペレー
ター組織
が利用

集落内の
営農を一
括管理・
運営

集落営農の活動内容別割合（複数回答）

農業機械を共同所有

16,982 
10,696 
25,149 
12,007 
11,347 
28,995 
22,622 

990 
2,005 
289 
1,022 
1,939 
1,837 
1,232 

37.6 
56.0 
43.7 
19.2 
46.0 
39.9 
35.0 

43.6 
47.4 
72.1 
52.0 
51.4 
54.9 
51.2 

2.9 
25.2 
4.0 
31.4 
6.8 
6.3 
6.7 

東北
北陸
関東・東山
東海
近畿
中四国
九州

10.0 

認定農業
者，農業
生産法人
等に農地
の集積を
進め，集
落単位で
土 地 利
用，営農
を実施

21.4 
5.5 
8.8 
24.5 
9.2 
7.0 
6.5 

31.0 

農家の出
役 に よ
り，共同
で農作業
（機械利
用以外）
を実施

22.9 
40.5 
25.7 
26.3 
33.5 
31.9 
18.6 

50.9 

作付地の
団地化な
ど，集落
内の土地
利用調整

43.9 
53.0 
28.5 
64.5 
72.4 
38.2 
55.8 

7.4 

集落営農
割合
（Ｂ／Ａ）

5.8 
18.7 
1.1 
8.5 
17.1 
6.3 
5.4 

北海道 6,637 647 71.4 28.7 1.6 2.4 37.9 6.0 9.7 

都府県 128,526 9,314 41.6 51.1 12.8 10.6 30.6 54.0 7.2 



        

　第二は，生産性は，投下労働時間や生産

費が全国平均のおおむね６～７割程度に節

約されている一方，収量は平均並みの水準

を確保しており，大規模経営体並みの生産

性に近いこと，

　第三は，兼業農家を中心とし，高齢者，

女性，後継者（「農家」としての）を含めた労

働力の確保と編成がなされ，あたかも安定

的な「担い手システム」が形成されている。

また，農業法人等でみられる年間就労問題

がない，

　第四は，優良農地のみ受託しがちな生産

組織等とは異なり，集落全体の農地がカ

バーされ，農地をはじめ様々な農業資源の

保全と有効利用が図られていること，

　第五は，活動内容が農業面に限定される

ことなく，広く集落機能や地域社会の維

持・活性化にも寄与していること，

等があげられる。

　すなわち，日本農業の最大の課題である

農地の集団的・効率的利用，生産性を含め

た経営革新，さらには安定的な「担い手た

るシステム」が構築されており，将来にわ

たって十分「担い手」たりえる存在という

ことができよう。

　とはいえ，問題点，課題も多い。例えば，

集落のリーダーが不足しており，内発的取

組みが弱い，集落の合意形成に手間ひまや

時間が掛かり過ぎる，市街化が進展した地

域では設立が難しくすべての地域で適用で

きない，等があげられる。また，農林水産

省の意向調査においては，「後継者の確保が

困難」「オペレーターの育成・確保が困難」

「共同機械の更新・増備が困難」といった共

通した課題もあげられている
（注8）
。

　さらに，農政サイドや研究者の一部から

は，ほとんどすべて兼業農家によって構成

される組織が，果たして経営意欲や経営革

新性を持ち，将来にわたって安定的・継続

的に存続できるか，発展性があるかといっ

た点でやや否定的な声もある。このため，

集落営農の「法人化」を促進すべきといっ

た意見や，また構造政策を進展させる立場

から，集落営農と大規模経営体や農業法人

の競合関係が生じ，「育成すべき農業経営」

の発展を阻害しているとの指摘もある。

　こうした課題に対して，それぞれの集落

営農がおかれた社会的・経済的な条件を踏

まえ，その成立・存続・発展に関する産業

組織論，地域社会経営論，地域環境論，農

法論等からのアプローチが必要と思われる

が，本稿では以下富山県下の取組事例から

集落営農が抱える課題への対応やその将来

方向についてふれてみたい。

　（注8）　「平成11年農林水産業に関する意向調査－
集落営農に関する意向調査－」（99年６月１日現
在），集落営農の代表者に対するアンケート調査

　

　

　

　

　（1）　富山県の農業概況

　北陸地域は，前述のとおり集落営農割合

が18.7％と最も高い地域であったが，北陸

４県の内訳をみると，富山・福井の両県と

新潟・石川の両県とはまた様相を異にして

農林金融2002・10
35　‐　679

３．富山県における集落営農の取組み

　――富山県下の集落営農の特徴――　



        

いる。つまり，富山・福井の両県において

集落営農が多く組織化されており（第６

表），さらに富山県内に状況についていえ

ば，県東部・中部では比較的設立数が少な

く，西部の砺波平野を中心とする地区に集

中している。このように，１つの県を例に

とっても決して一概には語れない。そこ

で，具体事例の検討に入る前に富山県の農

業構造ならびに集落営農の現状や育成への

取組みについてみてみたい。

　富山県は，急峻な山岳地帯から流れる豊

かな水に恵まれ，耕地における水田率は

96％と全国１位である。また水田の圃場整

備の取組みも早くから進められ，30 区画

以上の圃場整備率は要圃場整備面積の79％

（97年度末）まで進んでいる。さらに，製造

業等の就業機会にも恵まれたことから，圃

場整備，農業機械の普及と省力化の進展に

伴い兼業化が急速に進展し，兼業農家率は

93％（00年，販売農家ベース）と全国有数の

兼業地域となっている。

　こうした農業基盤を背景に，農業粗生産

額約802億円（00年）のうち，米が約584億円

（73％）を占め，米のウェイトが極めて高

い。このような農業構造のなかで，担い手

の不足，農業機械装

備による生産コス

ト高（過剰投資），耕

作放棄地の増加，集

落機能の低下等の

課題が顕在化し，そ

の対応が迫られた

のである。

　

　（2）　集落営農育成への取組み

　これに対して県では，認定農業者等への

農地利用の集積とあわせて，担い手のいな

い集落においては集落の話し合いと総意を

基礎にした営農計画を策定し，地域ぐるみ

の効率的でかつ生産性の高い営農体制づく

り，すなわち集落営農の育成に努めてき

た。

　そのねらいは，中核的な担い手のいない

集落で集落営農組織による効率的な営農体

制を実現し，生産性の高い地域営農，農業

経営の確立をめざすことにあった。具体的

には，①個々の農家では解決できない農業

経営の効率化等を，集落全体の合意に基づ

く組織活動で実現，②集落全体の農地の一

元的管理によって，大規模経営と同様のメ

リットの発揮とコスト削減の実現，③農地

の分散的利用の抑止等，合理的な農地・水

利用調整の実施，④集落規模に見合った農

業機械・施設への再編整備，⑤集落（むら）

機能の維持・強化，⑥基幹的な農業従事者

の確保と女性労力の活用，等があげられる。

　実際の取組経緯をみると（第７表），82年

度に「集落営農組織化促進事業」（事業主体
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第6表　北陸地域の農業集落数および集落営農数
 （単位　集落，％）

農業集落数
　

（Ａ）

集落営農
実施集落
（Ｂ）

集落営農数

（Ｃ)

集落営農
実施割合
（Ｂ/Ａ）

集落営農割合

（C/Ａ）

北陸

新潟県
富山県
石川県
福井県

10,696 

4,862 
2,226 
1,885 
1,723 

2,214 

410 
937 
225 
642 

2,005 

351 
830 
179 
645 

20.7 

8.4 
42.1 
11.9 
37.3 

18.7 

7.2 
37.3 
9.5 
37.4 

資料　「全集落数」は農林水産省「2000年世界農林業センサス」，「集落営農実施集落数」は北
陸農政局調べ，「集落営農数」は農林水産省『農業構造動態調査』による



        

は集落，生産組合。「話し合い事業」）を先行さ

せ，その後農協系統が集落営農への取組み

を強めるなかで，86年度に「集落営農組織

化実践事業」（事業主体を農協に変更）が開始

され，さらに話し合い事業の一定の深化を

踏まえて88年度から「集落営農育成事業」

（ハード事業）によって具体的な育成事業が

着手された。

　その後，90年度に「中核農家集団型事

業」，91年度に「集落営農推進体制支援円滑

化事業」，93年度に「集落農場普及型事業」，

さらに95年度に「集落農地利用調整事業」

と，矢継ぎ早に集落営農育成事業を打ち出

している。

　また，01年度からは地域の実情を勘案し

つつ，集落の総意に基づく地域農業の担い

手の明確化とその経営体質の強化をねらっ

た「水田農業経営体活性化対策事業」が開

始されている。この事業は，「個別経営型

（事業主体は認定農業者およびその組織，法

人）」「集落営農型（同集落営農）」「農作業受

託センター型（同農協及び農協が出資する団

体）」の３つのメニューで構成されており，

集落営農とその担い手の多様性に配慮した

事業となっている。

　

　（3）　集落営農組織の育成状況とその

　　　　成果

　こうした県をはじめ，市町村，改良普及

組織，農協等の一体となった取組みによ

り，集落営農育成事業は急速に進展した（第

８表）。すなわち92年には全生産組織が497

あり，うち集落営農組織81であったもの

が，00年はそれぞれ700，348組織と増加し
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第7表　富山県における集落営農推進への取組み
――県単独事業の実施状況――

事業名 概　　要

1982年
集落営農組織化促進事業 集落営農体制づくりの推進（ソフト）

・「集落営農の手引」作成
・事業主体は集落・生産組合

　86 集落営農組織化実践事業 集落営農体制づくりの推進（ソフト）
・事業主体をJAに変更

　88
集落農場育成事業 集落農場型組織育成

・標準事業費　30,000千円
・37のモデル組織で実施
・既存農機処分を前提とする新規農機購入費補助等

　90
中核農家集団型事業 地域に密着した中核農家集団の育成

・標準事業費　30,000千円
・2000年度までに76地区で実施

　91 集落営農推進体制支援円滑化事業 農業団体による全県下での推進
（事業主体は県中央会推進計画づくり等）

　93
集落農場普及型事業 集落農場育成事業の普及版

・標準事業費　18,000千円
・2000年度まで224組織で実施
・生産組織管理

　95 集落農地利用調整事業 農地利用集積計画や営農の組織化計画づくり（ソフト）
・2000年度までに470地区で実施

2001
　～

担い手育成計画推進事業（集落農地利用調整事業を廃止）及び水田農業経営体活性化対策
事業（中核農家集団型事業及び集落農場普及型事業を組替え）

資料　富山県資料より作成



        

ており，とりわけ集落営農組織の増加が顕

著である。

　また集落営農を組織タイプ別でみると，

00年の「協業経営組織」は92年対比で6.7倍

に増加している。この背景には，県等が集

落営農の経営体質強化を図るために「共同

利用」「共同作業」から「協業経営」への転

換を促進していることがある。

　また県のヒアリングでは，これまで設立

されてきた集落営農は現在のところ解散し

た例（「転換」は除く）は無く，極めて「永続

性」の高い点が特徴といえる。

　県では，こうした集落営農育成の取組み

の成果として，

　①水田農業の構造改革（担い手がいない集

落・地域でも水田農業の発展の核となる組織

経営体が育成されたこと，集落ぐるみの話し

合い，営農活動を通じて，リーダー，オペレー

ター層の育成，若者の農業作業への参画等の

人材の育成）

　②農業生産性の向上（集落の農地の一元的

管理，耕作放棄の発生防止，水稲品種・転作田

ごとの団地化，栽培技術の高位平準化，女性・

高齢者の余剰労働力の複合部門への活用等の

農地の効率的利用，農地の集団的利用・必要

最小限の農機装備と効率的な組作業によっ

て，大規模経営並みのスケールメリット，コ

スト削減，労働効率の向上の実現
（注9）

，農協のカン

トリー・エレベーター（以下， ． ）等の農

業施設と結びついた地域農業のシステム化）

　③農村の活性化（世代，世帯を超えた集落

営農を通じた集落の和の深まり，農道・用排

水等の機能維持）

をあげている。

　こうした「成果」は，前述の当総研の実

態調査とほぼ重なり合うものであるが，集

落営農組織の育成と大型広域農業関連施設

との関連性を意識的に重視し，地域農業の

システム化に取り組んできた点がとくに注

目される。

　なお，県は自らが「担い手」として位置

付けている集落営農の育成と発展を図るう

えで，協業経営組織を行うなど一定の要件

を満たす集落営農組織を，認定農業者制度
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第8表　富山県における集落営農組織の育成状況
 （単位　集落，倍）

1992年

全生産組織数

共同利用組織

共同作業組織

協業経営組織

497

5

54

22

資料　富山県資料
（注）1.　富山県における集落営農組織とは，水稲基幹３作業（耕起・代掻，田植，収穫）について，組織

活動の基礎となる集落のおおむね全体（８割以上）を対象に組織活動を行う組織をいう。
　　2.　また，タイプ別の「共同利用組織」は機械・施設共有，個別作業のもの，「共同作業」は機械・施

設共有，共同作業のもの，「協業経営組織」は機械・施設共有，共同作業，収益・費用プール計算
のものをいう。

　　3.　集落営農をベースとする法人30組織のうち，12組織が特定農業法人。

集
落
営
農
組
織
数

うち法人

計

7

81

94

516

10

77

45

12

132

96

547

10

120

68

19

198

98

599

10

139

117

21

266

99

647

10

150

138

26

298

2000

700

10

190

148

30

348

2000／92

1.4

2.0

3.5

6.7

4.3

4.3



        

の見直し及び農業経営安定対策等の施策の

具体化に当たって，それらを対象とすべき

であると，国の経営政策に対して強く提案

している。

　こうした県等の集落育成にかかる支援事

業の下で，それぞれの集落営農組織が自ら

の課題の克服や新たな可能性に向けた取組

みを行っている。そのなかで特徴的な事例

について，農協の支援事業との関連を含め

て次に検討してみたい。

　（注9）　県の試算では集落農場型組織の場合，県平
均との比較（10a当たり）でコスト削減効果として
県平均生産費の72％，労働時間短縮効果として同
労働時間の58％としている。

　

　

　

　

　（1）　法人化を視野に入れた７集落営農

　　　　の大同統合（JAいみず野管内）

　ａ．JAいみず野管内と集落営農の概要

　 いみず野（00年９月，射水郡内４ 合

併）の管内は，小杉町，下村，大門町，大島

町の４か町村を管内としている。この地域

は北陸本線を南北にまたぎ，東は富山市，

西は高岡市，北は新湊市に隣接しており，

典型的な平地稲作兼業地帯である。

　 管内の農業および の組織・事業の

概要は第９表のとおりである。01年度の

の主要な販売農産物は，総販売額26億円の

うち，米が22億円（85％），次いで転作関連

の豆・雑穀類が２億円となっている。近年

育苗ハウスの跡地利用のコマツナや花卉

（小菊）の栽培が増加しつつあるが，それら

のウェイトは小さい。

　管内の集落営農の概況をみると，80年代

半ばごろ，大門町内に新農業構造改善事業

（国庫事業）による集落ライスセンターが導

入され，その共同利用を契機とする機械・

施設共同利用型の集落営農組織が創設され

た。次いで90年代には，県の集落営農育成

事業が展開されるなかで， の支援もあり

管内全域で集落営農が組織化されるように

なる。この時期の集落営農組織の特徴は，

県単独事業によるトラクター，田植え機，

コンバインのいわゆる基幹３作業を軸とし

た農業機械の導入と育苗関連の施設を併設

農林金融2002・10
39　‐　683

第9表　JAいみず野管内の概況
（2002年２月末）

管内市町村 小杉町，下村，
大門町，大島町

総農家数（注1） 2,253 

うち販売農家 1,966 

専業
第Ⅰ兼業
第Ⅱ兼業

109（5.5）
72（3.7）

1,785（89.4）

経営耕地面積計（注2）（ha） 2,800 

うち水田
　　畑
　　樹園地

2,641 
110 
48 

組合員数計（人） 6,972 

正組合員
准組合員

4,240 
2,732 

農産物販売合計（億円） 26 

第１位「米」
第２位「豆・穀類」
第３位「畜産」

22 
2 
1 

生産資材供給高合計（億円） 35 

生産資材
生活資材

11 
24 

長期共済保有高（億円） 3,067 

貯金（億円） 665 

貸出金（億円） 124 

農

協

の

概

要

資料　農林水産省「2000年世界農林業センサス」，JA総代
会資料

（注）1.　総農家数には，集落営農加入農家等の農家は含
まれていない。

　　2.　経営耕地面積は，「農家」および「農家以外の農業
事業体」の合計値。

４．新たな展開を模索する集落営農

　――集落営農から地区農場制へ――　



        

した，機械共同利用型ならびに全面協業型

の集落営農が数多く創設されている。とく

に近年では，完全協業型組織が形成される

傾向が強く，そこでは育苗ハウスの跡地利

用でコマツナ，春取キャベツといった園芸

作物の栽培をはじめるところが出現し，複

合化への取組みもみられる。市町村別で

は，大門町で集落営農数ならびに全面協業

型のウェイトが高くなっている（第10表）。

　ｂ．JAの集落育成への取組み

　 の「地域農業振興計画」（01～05年）で

は，農業者の高齢化と担い手の減少ならび

に農地の減少と水稲への偏重からの脱却が

主要課題として掲げられ，「集落営農体制を

基本に活力ある営農と地域社会づくり」が

その基本に据えられている。そして，「集落

営農連絡協議会」を結成し，行政・ ・農

業改良普及センター等関係機関一体となっ

た集落営農組織の設立・運営への支援が行

われている。同協議会では，タイプ別の集

落営農と中核農家による連携と役割分担を

図りつつ，農地や機械・施設の利用調整，

広域生産団地化等が取り組まれている。ま

た，集落営農のタイプはあらかじめ特定せ

ず，それぞれの地域の実情を踏まえたタイ

プを選定していくとしている。

　このように集落営農の育成の方針は，中

核農家の育成とあわせて集落営農の育成・

強化を図るというものである。しかし，前

述の「地域農業振興計画」においては，集

落営農数を現在の50から60に増やし，また

集落営農による面積カバー率を00年の58％

から05年までに74％までに引き上げる計画

を立てている等，集落営農組織を地域農業

振興の最大の柱と位置付けているといって

よい（第11表）。

　 ではこうした集落営農育成の基本方

針の下で，以下の事業・指導対応を行って

いる。その第一は， が ． や大豆・大麦

の乾燥調整施設等の基幹施設を設置し，そ

の機能を活用した集落営農の組織化であ

る。現在ほとんどの集落営農を含めた生産

組織が の施設を利用している。こうした

集落営農等と の役割分担を明確化する

ことによって低コスト化と米の品質の均一

化が図られている。

　第二は，トラクター，田植え機，コンバ

イン等の大型農機，転作管理機械等のリー

ス事業の展開である。同事業は94年に開始
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第10表　JAいみず野管内における集落営農の概要
 （単位　集落，営農）

小杉町
下村
大門町
大島町

34 
6 
36 
14 

15 
2 
24 
9 

4 
‐ 
13 
4 

農業
集落数

全面協業

集落
営農数

1 
‐ 
1 
1 

作業委託

組織形態別

8 
1 
5 
3 

機械共同
利用

1 
‐ 
5 
‐ 

施設共同
利用

1 
‐ 
‐ 
1 

機械・施設
共同利用

‐ 
1 
‐ 
‐ 

農事組合
法人

計 90 50 21 3 17 6 2 1 

資料　JAいみず野他「射水地区　農業のまとめ」（平成13年度）より作成



        

され，農機所有者は ，利用組織は元金部

分のみ負担し，利息部分は が負担すると

いうもので，組合員，生産組織の農業機械

の過剰投資の防止と生産コストの削減が図

られている。

　第三は，生産資材供給面での対応であ

る。予約購買による割引に加えて，年間取

引額に応じた大口取引メリットの還元を

行っている。

　第四は，農業近代化資金， プロパー資

金に対する 独自の金利助成である。「農

業経営支援対策事業」の要綱を定め，集落

営農ならびに中核専業農家を対象として，

農機等の取得の際は， 利用を前提に融資

に応じた利子の助成を行っている。

　ｃ．二口地区における７つの集落営農組織

　　　の統合

　（ａ）　二口地区の集落営農の概況

　 管内において，集落営農組織，とりわ

け全面協業組織が最も多いのが大門町管内

である。また，同町の二口地区では集落営

農組織の統合に向けて注目される取組みが

進められている。

　二口地区（旧 二口支所管内）

においては，現在７つの集落す

べてに集落営農組織が設立され

ている（第12表）。同地区では80

年代半ばごろから，個別で農地

の貸借や作業受託がみられるよ

うになっていたが，大区画の再

整備事業の実施が検討されてい

るなかで，まず87年に二口地区

全体を対象とし農作業の受託を行う射水営

農組合（安吉，棚田集落の中核農家5戸）が設

立された。次いで，88年には二口集落85戸

の農家による全面協業型の二口営農組合が

設立される。そして92年には全面協業型の

棚田営農組合が創設されるなど，92年から

実施された大区画整備事業を契機に３つの

営農組合が設立された。さらに，大区画整

備事業終了後，94年に安吉営農組合，本江

営農組合，96年に本田下若営農組合，さら

に99年に中村営農組合がそれぞれ全面協業

組合として設立されている。

　こうして十数年をかけて全集落に集落営

農が組織化されたが，それぞれ設立の経緯

が異なり，また組織形態，機械装備も異なっ

ていることからそれぞれの特徴をもってい

る。例えば，射水営農組合は，稲の育苗か

ら水稲全体，さらに転作にかかる機械・施

設一式を装備し，二口，棚田，安吉，本田

下若営農組合の転作大豆の刈取・調整の作

業受託を行っている。また，安吉営農組合

は転作を含めて自己所有の機械はほとんど

なく， リース農機を利用して耕起，田植

え，収穫のみを行う以外，その多くは射水
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第11表　JAいみず野管内の担い手の現況と将来目標
（水田面積の占有率ベース）

 （単位　％）

小杉町
下村
大門町
大島町

57 
48 
6 
18 

現況
（2000年）

25 
30 
2 
2 

目標
（2005）

一般農家

計 32 14 

資料　JAいみず野「地域農業振興計画」（平成13～17年）
　

11 
21 
6 
11 

現況

15 
30 
6 
6 

目標

中核農家

10 12 

32 
31 
88 
71 

現況

60 
40 
92 
92 

目標

集落営農

58 74 

15 
2 
24 
9 

現況

20 
3 
26 
11 

目標

（集落営農数）

50 60 



        

営農組合への作業委託を行っている。この

背景には，安吉集落内で既に一定の受託を

していた射水営農組合の作業受託量が，新

たに設立された集落営農によって減少しな

いようにといった競合問題の回避が組み込

まれている。さらに，転作大麦については，

地区全体をカバーするかたちで，後述の二

口営農協議会が刈り取りを行い，乾燥・調

整は の ． を利用している。

　このように，各営農組合は設立の契機や

機械・施設の装備状況，圃場の整備状況が

異なっており，そうした事情を勘案しつつ

競合を避け，相互に協力しながら運営され

てきた。

　（ｂ）　７つの集落営農の統合・法人化

　集落営農間の提携・協力関係が深まるな

かで，95年に二口地区営農協議会が設立さ

れた。同協議会では，農機の相互利用，地

区独自の作業料金の設定，農作業を考慮し

た品種の協定，モデル圃場での稲直播事業

の実施，転作大麦の刈取り，自家飯米の共

同確保等が行われてきている。各営農組合

における農業機械は補助事業による導入を

基本として，それ以外は のリース事業の

利用としているが，将来を見据えて99年に

は大区画圃場用のクロードトラクター，01

年には田植え機（直播８条）と大豆コンバイ

ンを協議会として所有し，各営農組合に貸

与することもはじめている。

　こうした実績を踏まえて二口地区営農協

議会では，各営農組合の統合化が検討され

てきたが，02年の秋をめどに統合・法人化

する方向が決定された。法人設立の目的
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第12表　大門町二口地区（旧二口村）営農組合の概況（2002年１月現在）

設立年月 87.3

射水営農
組合

関係集落名 二口地区
全域

対象農家戸数 5

農
機
関
係（
台
）

20.0 

トラクター

作業受託

田植機

コンバイン

乾燥・調整

転作機械等

育
苗
関
係

播種機

育苗ハウス

主
な
機
械
装
備

対象面積（ha）

組織形態

（あり）

（あり）

2

2

2

4

（各種あり）

87.10

二口営農
組合

二口

85

27.4 

全面協業

（JA利用）

（あり）

3

3

3

（JA利用）

（各種あり）

92.11

棚田営農
組合

棚田

38

34.0 

全面協業

（あり）

（あり）

4

3

4（*2）

（JA利用）

（各種あり）

94.3

安吉営農
組合

安吉

39

22.0 

全面協業

（射水営農
　委託）
（射水営農
　委託）

－

－

－
（射水営農
　委託）

（若干あり）

94.11

本江営農
組合

本江

37

35.9 

全面協業

（JA利用）

（JA利用）

3

3（*1）

3

（JA利用）

（各種あり）

96.2

本田下若
営農組合

本田・
下若　

36

30.0 

全面協業

（あり）

（あり）

3

2

3

（JA利用）

（各種あり）

99.2

中村営農
組合

中村

11

9.8 

全面協業

（JA利用）

（JA利用）

4

2

2

（JA利用）

（なし）

95

二口地区
営農協議会

二口地区
全域

251

179.1 

協議会

－

－

1（クローラト
ラクター・
95PS）
　　*1
2（10条側，直
播8条）
　*2
1（5条刈）

－

1（大豆コン
バイン）

資料　JAいみず野他「射水地区　農業のまとめ」（平成13年度）より作成
（注）　＊は，二口地区営農協議会所有のものを専属利用。



        

は，地区内の地代・労賃の統一化，営農組

合相互間の作業料金の調整，増加が予想さ

れる協議会所有の機械の利用料と負担金の

調整事務の統合化・合理化，経理・税務の

共通事項の簡素化である。

　検討の過程では，

　①地区全体をカバーする法人を新たに設

立し，法人内に受託組織（５～６名程度の担

い手農家を想定）を設ける。現在の営農組合

は継続もしくは解散してもよいが，営農組

合と委託農家（解散した場合）は法人に農

地・農作業（基幹作業）を委託し，一方法人

は農道・用水・畦畔の管理，水管理を営農

組合と委託農家に再委託する。

　②地区全体を１つの「集落営農組織」（法

人化）として再編し，現在の営農組合は解散

する。基幹作業は，集落営農の組合員であ

る主たるオペレーター（５～６名程度の担い

手農家を想定）が行い，農道・用水・畦畔の

管理，水管理はその他組合員に再委託する。

という２案が検討された。その結果，②案

を生かしすべての営農組合を統合し法人を

設立するが，現在の営農組合はこれまでの

作業体系を生かすために作業班として存続

させることとした（第１図）。

　すなわち，構成員は法人内の各作業班に

属し，各班の機械利用料，資材費等はいっ

たん班会計を経由し，さらに全体の法人会

計で処理されることになる。また，地代，

労賃，配当も作業班ごとに処理されること

に変わりはないが，配当については班ごと

の収量に応じての傾斜配分，すなわち努力

に応じた「成果」が反映されるように仕組

まれている。また，生産物の販売は基本的

には法人一本であるが，射水営農組合のみ

は従来どおり独自の販売も行うこととなっ

ている。

　こうした統合・法人化への取組みは端緒

に着いたばかりであるが，その意義は地区

一体となった土地利用計画の下で，有効な

農地利用や作物栽培技術体系の確立，効率

的な機械利用体系が一体化された地域農業

システムが構築されようとしていることで

ある。すなわち，集落の統合体としての180

規模の連担した農地を有する１地区１

農場の確立，しかも地域として認知された

中核的な担い手組織と農道・用水・畦畔と

いった地域農業資源の管理システムを組み

込んだ大規模経営体が誕生することを意味

するものである。

　現在は，完全統合化への第一歩が始まっ
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資料　ニロ地区営農協議会資料より作成
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第1図　ニロ地区集落営農の統合・法人化のイメージ



        

た段階といえようが，集落営農が抱えてい

る中核農家との棲み分けをはじめ，将来に

わたる継続性，担い手の確保，経営の革新

性といった課題に対する一つの回答を示し

ているといえよう。

　（2）　中核農家との共生をめざす集落

　　　　営農（JAいなば管内）　　

　ａ．JAいなば管内と集落営農の概要

　 いなば（94年９月， 小矢部市， 福岡

町が合併）は，小矢部市と北に隣接した福岡

町を管内としている。双方とも富山県の西

端，石川県の境に位置し，西北部が丘陵地

帯で中山間地となっているが，東南部は砺

波平野の一角を占める有数の米地帯を形成

している。また，県内の高岡市と金沢市の

ちょうど中間に位置し，兼業機会にも恵ま

れた地域である。

　 管内の農業および の組織・事業は

第13表のとおりである。01年度の の販売

農産物は，総販売額54億円のうち，米が38

億円（70％）と最も多いが，鶏卵，養豚を中

心とした畜産販売額が13億円（24％）と，米

単作地帯としては畜産のウェイトも比較的

高い。　

　 いなばの地域農業振興計画の基本

は，地域の実情を踏まえて，①利用権の集

中による中核農家の育成，②自生的に立ち

上がってきた集落営農の育成（ 主導より

むしろ集落独自の話し合いを尊重），の２本柱

であったが，当初はやや中核農家の育成に

軸足があったといえる。

　しかし，中核農家育成が基本方針であっ

た地区においても，中核農家自らが高齢化

し，後継者や機械・施設の過剰負担問題が

出てきており，委託希望農家がさらに増加

するなかでこれ以上中核農家が受託できな

いという事態が生じた。このため，中核農

家が育成されてきた地域においても，中核

農家のこれまでの作業量，受託面積の確保

を前提に集落営農を育成しつつ，どのよう

に相互に調整・協力体制をつくりあげるか

が課題となった。

　一方， は小規模農家が多く，溜池灌漑

の条件等のため中核農家が受託しにくい地

域では集落営農の育成に力を入れてきた。
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第13表　JAいなば管内の概況
（2002年２月末）

管内市町村 小矢部市，福岡
町

総農家数（注1） 3,152 

うち販売農家 2,796 

専業
第Ⅰ兼業
第Ⅱ兼業

161（5.8）
96（3.4）

2,539(90.8)

経営耕地面積計（注2）（ha） 5,066 

うち水田
　　畑
　　樹園地

4,939 
112 
14 

組合員数計（人） 8,738 

正組合員
准組合員

6,676 
2,062 

農産物販売合計（億円） 54 

第１位「米」
第２位「畜産」
第３位「豆・穀類」

38 
13 
3 

生産資材供給高合計（億円） 52 

生産資材
生活資材

24 
28 

長期共済保有高（億円） 4,807 

貯金（億円） 853 

貸出金（億円） 132 

農

協

の

概

要

資料　農林水産省「2000年世界農林業センサス」，JA総代
会資料

（注）1.　総農家数には，集落営農加入農家等の農家は含
まれていない。

　　2.　経営耕地面積は，「農家」および「農家以外の農業
事業体」の合計値。



        

は，集落営農が設立される際にはライス

センターを設置する等の支援を行ってきた

ことから，基盤整備の進展や生産調整の深化

とともに集落営農の設立が増加していった。

　このように中核農家と集落営農との相互

調整を図りつつ集落営農の育成が図られた

ため，管内には，機械共同利用，協業経営，

中核農家主導型，中核農家共存協業型と

いった様々なタイプの集落営農組織が設立

されている。01年末には管内157農業集落

で，57の集落営農が組織化されているが，

前述の経緯もあり集落営農に認定農業者が

確保されているケースや，法人化している

ものも多い点が特徴となっている（第14

表）。

　99年の管内の土地利用型農業におけるカ

バー率（面積シェア）は，集落営農25％，中

核農家19％，個別農家（一般農家）56％で

あったものを，02年末までにそれぞれ

30％，30％，40％，とする計画であったが，

01年の実績が同28％，19％，53％であった

ことを踏まえ，集落営農を05年までに40％

までに高める計画修正を行っている。この

背景には，中核農家の育成のテンポが低下

していることを踏まえ，集落営農の位置付

けを強化していることがある。

　ｂ．JAの集落営農育成への取組み

　 の「第２次広域農業振興計画」（00～02

年）によると，「集落営農体制で地域支援す

る高生産性農業の実現」（農業機械施設基

盤，土地利用基盤，経営基盤づくりと「担い

手」の育成）と，「地域１農場による営農コ

ストの軽減と高品質な農産物づくり」の２

本の柱があり，その基礎に集落営農組織に

よる地域営農体制づくりが位置付けられて

いる。

　そして集落営農の育成の３つのステップ

として，

　①集落営農の立ち上げ，農機具等生産コ

ストの低減，収量・品質の高位平準化・安

定化，集落・地域農業の担い手の育成，ム

ラ機能の活性化（集落協業型，中核農家主導

型の双方を全員出役・プール計算方式へ，既
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第14表　JAいなば管内の集落営農組織の概要
 （単位　組織，人）

小矢部市

福岡町

120

37

43

13

10

7

農業集
落数 共同利

用

集落営
農数

1

1

うち
認定農
業者認
定

組織形態別

計 157 56 17 2

資料　農林水産省「2000年世界農林水産業センサス」およびJAいなば資料より作成
（注）1.　「共同利用組織」は，集落を基礎にして一定の合意をもとに形成されたもので，単に農機の共同利用のみを目的とした組織

は含まない。また上記のほかに「転作組合」が10組織あるが，これも集落営農に含まない。
　　2.　なお，「担い手」として個人経営の中核農家を中心とした「担い手」が小矢部市管内に14名（うち認定農業者10名），福岡町に

５名（同４名）。

法人化
数

2

1

3

23

5

協業経
営

4

4

うち
認定農
業者認
定

28 8

法人化
数

6

4

10

10

1

受託組
織

9

1

うち
認定農
業者認
定

11 10

法人化
数

8

1

9

14

5

中核農
家
（個別
　経営）

10 

4 

うち
認定農
業者

19 14

参考



        

存の転作組合・機械共同利用組合から協業型

営農組合に転換等）。

　②各地区集落営農組合同士の連携支援体

制の構築（集落営農協議会の設立，集落営農と

中核専業農家との話し合いによる協力体制づ

くり，広域生産団地形成による安定生産，相互

の協力体制，地区・地域の活性化）

　③集落，ムラ機能を考慮した経営感覚の

発揮（法人組織化，経営の安定化，節税・社会

保障の充実，意欲的な営農の展開），

の３つのステップをあげている。現在は②

に位置付けられ，集落営農協議会について

も福岡町６地区では集落営農と中核農家を

交えた協議会が既に結成されている。

　こうした各ステップ全体を貫く の集

落育成の基本の第一は， が農業関連基幹

施設の設置（ ． ，ライスセンター，大豆乾

燥調整施設，籾殻堆肥プラント等）を行う等，

の役割・機能を明確にしていることで

ある。

　第二は，中核農家および集落営農による

基幹施設の有効利用を軸にした組織化を進

め，米のブランド確立とその多様な販売戦

略を中心にすえていることである。とくに

89年に独自で商標登録した「いなばメルヘ

ン米」は，栽培基準を策定し 独自の統一

された栽培体系による生産される米であ

る。土作りを重視し，各種「メルヘン肥料」

等の有機質肥料を使用した生育ステージに

あわせた独自の施肥体系を中心とした栽培

体系が確立されている。こうして生産され

る良質米は，90年代初めから生協等に販売

されており， 独自の米販売戦略が中核農

家や集落営農の組織化，育成の大きな原動

力となっている。

　次に， の集落営農への事業対応をみて

みたい。 は農機リース事業を実施してお

らず，農機は補助事業で各集落営農組織が

所有することを原則としている。代わっ

て，小矢部市単独事業である新規大豆コン

バイン購入補助事業（３分の１補助）に，

独自で上乗せ補助（22万５千円）を実施して

いる。なお福岡町ではすべての農機（更新も

含む）に対して，事業費の４分の１補助を町

単独事業として実施しているため， の補

助対象は小矢部市在住の組合員に限定され

ている。

　このほか生産資材等の経済事業や利用事

業における大口メリット還元は，90年代初

めから，肥料・農薬，水稲，転作，カント

リー等の施設利用部門ごとに，それぞれ体

系をつくり実施している。還元率（取引時）

は５～10％の水準である。また，信用事業

面では「要綱」を作成し，集落営農に対する

補助残融資に対する利子助成を行っている。

　ｃ．中核農家との共生をめざす集落営農の

　　　取組み

　（ａ）　道明営農組合の取組みの概要

　中核農家が組合員となっている道明営農

組合は，小矢部市の正得地区にある。正得

地区では６集落中５集落に７つの集落営農

組織があり，すべてが協業経営組織であ

る。未組織の１集落は，小規模集落で，転

作における加工米の生産（地区の割当）のみ

を実施しており，したがって同地区はほぼ
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集落営農によってカバーされているといっ

てよい。同地区では地区営農組合協議会が

結成され，市農業委員会策定の標準小作

料，農作業等標準料金をベースに，地区の

圃場条件を加味した独自の基準を作成して

いる。

　さらに，地区全体をカバーする転作組合

が結成されており，地区内約300 強の水

田における転作は，地区一本のプール計

算・農地ローテーションが実施されてき

た。正得地区には３名の個別大規模農家（う

ち２名が認定農業者）がおり，うち１名が営

農組合の組合員となっている。そこで認定

農業者が加入している集落営農を例にとり

個別大規模農家との提携・協力の関係をみ

てみたい。

　道明営農組合の設立のきっかけは，機械

の更新時を契機に委託希望農家が急増する

なかで，担い手たる中核農家が既受託分で

手一杯であったことである。機械装備の増

設や雇用労働力の増加は，米価の低下傾向

のなかで収支的に難しいこと，また将来的

には後継者の確保に確信が持てないこと等

から，集落の稲作の将来が懸念されるに

至った。

　そうしたなかで，96，97年に農家の「経

営の将来」についての意向調査を実施した

ところ，集落営農の設立賛成が過半を超え

たことから，設立に向けた話し合いが行わ

れた。そこでは，中核農家と営農組合との

協力・協調をどう図っていくかが最大の課

題となった。その結果，中核農家を集落全

体の「担い手」として位置付け，従来どお

りの受託面積と受託料を確保できるよう配

慮しつつ，転作は中核農家に全面委託する

こと，営農組合の農機，育苗施設を共同で

利用し，農作業等の面でも相互に調整・協

力することとなった。また育苗について

は，一定程度の安定的な労働力が必要なこ

とから，すべての組合員の出役によって行

うことがあわせて決定された。

　こうして，98年６月に設立総会が開催さ

れ，事業運営計画（組織機構，事業概要等），

資産取得・資金計画，規約・規定，収支計

画等が承認された。

　（ｂ）　道明営農組合の組織と事業

　農家数は，集落の総農家戸数52戸のうち

48戸が参加（認定農業者である中核農家 氏

を含む，未参加４戸のうち２戸は後に参加を

表明），水田面積は67 でスタートした。

　なお，資産の取得は，98年度に国庫補助

事業で水稲育苗施設および田植機を取得，

このほか98，99年度に県単独事業でトラク

ター，コンバイン等を取得，その結果，98

～99年度には合計148百万円の施設，機械等

の導入を行った。　

　営農組合には，農家の実態にあわせて組

合員の形態が3タイプ，「担い手農家委託組

合員」（19戸），「協業化組合員」（25戸），「育

苗のみ利用組合員」（４戸）があり，出資金

はタイプと関係なく10 当たり３万円と

なっている。ちなみに「担い手農家委託組

合員」とは，中核農家 氏と同氏に全面ない

しはほとんどの作業委託をした農家によっ

て構成されている。また，「協業化組合員」
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とは，営農継続希望農家で基本的にはすべ

て全面協業，ただし水管理・畦畔草刈等は

個別に作業を行い，中核農家が水管理・畦

畔草刈等の作業が困難な場合等には，相互

に協力しあうこととなっている。さらに「育

苗のみ利用組合員」とは，育苗以外は自己

完結的に農業を営むことを基本とするが，

一部作業を中核農家 氏に委託する農家を

含んでいる。

　営農組合の主たる事業は，農地の利用調

整を前提に，効率的な地区内の作業の実施

（出役調整），ならびに農業機械・施設の設

置と管理（機械・施設の貸付），共同育苗施設

の設置と管理（成苗の供給）であるが，それ

ぞれの事業は前述の３タイプの組合員ニー

ズと密接に関連しながら進められている。

　営農組合全体にかかわる事項は，全組合

員の義務として組合内で調整後指示された

作業への出役義務と作業に従事した際に労

賃を受け取ることである。育苗部門は，す

べての組合員が共同育苗作業に出役し，そ

この成苗を利用することとなっている。

　また，機械部門は，「協業化組合員」「担

い手農家委託組合員」（実際は担い手農家

氏）に貸し付けられ，それぞれ利用料を払

い，両者は機械利用，作業等の面で相互に

協力し合うこととなっている。なお，転作

は集落全体ですべて営農組合を経由して中

核農家 に委託している（第２図）。

　このため，営農組合の会計は，「機械部門

ならびに育苗部門」「協業部門」の二本建て

となっており，「担い手農家委託組合員」「育
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は転作の流れ

第2図　道明営農組合（協業・担い手共存型）の概要（1998年設立時） 

資料　「道明営農組合設立総会議案書」および「通常総会議案書」より作成

大農機部門 育苗部門

JA（販売）

集落外か
らの委託

育苗施設一式
（建物，機器，育苗ハウス・
8棟等）

育苗以外自己完結，
一部は中核農家O氏
に部分作業委託を含
む

田植機（8条）3台，
トラクター（52P）2台，
コンバイン（5条）2台，
コンバイン（6条）1台等

協同作業

水稲部門 転作部門

個別作業

水管理， 畦畔， 草刈，
除草， 基本防除， 
肥料散布

耕起・代掻・田植
刈取作業等，乾燥
・調整はJAのC・E
に委託 集落全体の大豆転作

および乾燥・調整
乾燥・調整を含めた
全作業

余剰労働力を活用，
育苗ハウス管理，
畦畔・水管理等

作業の依頼・
賃金支払

賃金受取

出資金・賦課金， 利用料， 出役

出役賃金・配当

水稲苗の供給・農機の貸付水稲苗の供給

転作全面委託

転作全面委託

転作全面委託

サービスの
提供

配
当
・
出
役
賃
金

相
互
の
協
力

出
資
金
・
成
苗
代
金
・
出
役

道明営農組合（1998年設立）
（集落内49戸で構成， 水田面積67.01ha）

道明営農組合ファーム
サービスグループ

協業化組合員（25戸， 33.2ha） 担い手農家委託組合員（中核農家U氏・
認定農業者を含む）（20戸， 26.4ha）

全面委託組合員10戸
部分委託組合員9戸

育苗のみ組合員
（4戸， 7.4ha）



        

苗のみ利用組合員」は，機械・成苗の利用

（利用料），出役（出役賃金）の面で機械部門

ならびに育苗部門にかかわり，それぞれの

経営の会計は別建てとなっている。

　こうしてみると道明営農組合は，全体で

は水稲作付面積40 ，転作（大豆）19

（01年現在）等となっているが，それは個々

の経営体の集合としての性格も有してい

る。つまり，一般的にいわれる集落営農（協

業部門）を内部に抱えつつ，個別経営農家，

担い手農家（委託農家を含む）を集落全体で

統括する役割を果たしているということが

できよう。

　いずれにしても，同営農組合の意義を考

えると，まずそれぞれの農家の実態や意向

が尊重されていること，集落全体の農地の

利用調整，施設・機械の効率的利用，労働力

の調整，さらに共同育苗や転作の集落一本

化といった集落全体をささえるシステムが

確立されているということであろう。ま

た，集落として中核農家を集落の担い手と

して認定し，相互の協力関係が築かれてい

ることに加えて，組合員のタイプは６年ご

とに見直し，定められた負担金を払うこと

で変更が可能としており，環境変化に即応

するための組織の柔軟性を持ちあわせてい

ること等，注目される取組みといえよう。

　（3）　１地区１農場制への取組み

　　　　（JA福光管内）

　ａ．JA福光管内と集落営農の概要

　 福光（00年３月， 福光中央と 福光信

用が合併）は，福光町一円を管内としてい

る。同町は県南西部で砺波平野のほぼ南端

に位置するが，東・南部には1,000 級の山

間部を抱えた地域である。西部は金沢市に

隣接し，また富山市に45㎞，高岡市に25㎞と

いった兼業機会に恵まれた米作地帯である。

　 管内の農業および の組織・事業は

第15表のとおりである。01年度の の販売

農産物は，総販売額24億円のうち，米が19

億円（79％）と約８割を占めている。水稲品

種別作付面積割合は，コシヒカリ約６割

弱，酒米の五百石２割強，うるち米その他

１割，もち米１割という構成比で， の「ふ

くみつ（健康米）」ブランド米の確立に向けて

作付品種統一等の指導に力を入れている。

　生産基盤の整備状況では，60年前後から

70年代にかけて実施された30 区画が中心

であるが，整備可能面積の約98％が整備済

みである。しかし30 未満区画が51％を占

めるなど，大区画化の課題が残っており，

１ 区画等の大区画の再整備が進められ

ている。

　次に管内の集落営農の概要をみてみた

い。管内の集落営農は，01年末現在，農業

集落99に対して55組織が設立され，地区別

では市街化が進んだ福光地区を除いて広範

な地区で創設されており，タイプ別でみる

と協業組織の数が多いことが特徴である。

また設立時期別でみると，80年代終わりか

らの設立が顕著で，とくに最近では協業組

織の設立（共同組織からの転換を含む）が目

立っている（第16表）。

　ちなみに，96年３月，町， 等の農業関

係機関によって策定された地域農業振興プ

農林金融2002・10
49　‐　693



        

ラン，「福光町21世紀農業農村創造マスター

プラン」には，個別農家，担い手農家（法人

を含む），集落営農それぞれの当時の面積カ

バー率,７割,１割,２割を,将来的には３分

の１ずつカバーするという計画が策定され

ている。しかし，前述のとおり集落営農の

設立が相次ぎ，97年に26％，98年に37％に

急上昇し，そのカバー率は，01年には44％

を占めるまでに至っている。一方，担い手

（中核農家，農業生産法人）のシェアは01年に

は約２割程度にとどまっている。

　現在，地区の生産組合長や営農組織代表

等によって構成される地区農地管理組合

（02年３月現在，５地区で農地管理組合が結

成，その他の地区では準備中）を軸にした取

組みが行われている。ここでは，中核農家

と集落営農との調整を図りつつ，所有権者

ごとに点在している農地をひとまず地区農

地管理組合で一括管理することによって，

農地の面的集積（含む地代等の調整等）をは

じめ，作付品種の面的集約（町全体の生産計

画，水路・地帯・地区別ごとの集約），機械作

業の面的集約（地区ごとの機械装備，オペ

レーターの確保，作業能率の向上等）が検討さ

れている。将来的には集落とその集合体を

支所単位に構築し，地区全体の農地の高

度活用や効率化を進めて，地区が一体と

なった営農システムを確立しようという構

農林金融2002・10
50　‐　694

第15表　JA福光管内の概況
（2002年２月末）

管内市町村 福光町

総農家数（注1） 1,591 

うち販売農家 1,436 

専業
第Ⅰ兼業
第Ⅱ兼業

103（7.2）
94（6.5）

1,239(86.3)

経営耕地面積計（注2）（ha） 2,685 

うち水田
　　畑
　　樹園地

2,508 
80 
98 

組合員数計（人） 5,422 

正組合員
准組合員

3,521 
1,901 

農産物販売合計（億円） 24 

第１位「米」
第２位「豆・穀類」
第３位「畜産」

19 
2 
1 

生産資材供給高合計（億円） 51 

生産資材
生活資材

12 
39 

長期共済保有高（億円） 2,699 

貯金（億円） 607 

貸出金（億円） 65 

農

協

の

概

要

資料　農林水産省「2000年世界農林業センサス」，JA総代
会資料

（注）1.　総農家数には，集落営農加入農家等の農家は含
まれていない。

　　2.　経営耕地面積は，「農家」および「農家以外の農業
事業体」の合計値。

第16表　JA福光管内の集落営農の概況
　　　　　　　　（組織形態・設立年次別・2001年末現在）

 （単位　集落）

地
区
別

福光
石黒
広瀬
広瀬館
西太美
太美山
東太美
吉江
北山田
山田
南蟹谷
西野尻

計

9
8
6
3
7
9
12
9
13
13
9
1

農業
集落
数

99

集落営農タイプ別

‐
4
4
4
5
5
7
3
12
5
6
‐

計

55

‐
1
1
‐
2
‐
6
2
11
4
3
‐

協業
組織

30

‐
‐
1
1
‐
‐
‐
1
‐
‐
‐
‐

法人
組織

3

‐
‐
2
‐
‐
1
‐
‐
‐
1
2
‐

共同
組織

6

‐
3
‐
3
3
4
1
‐
1
‐
1
‐

転作
のみ
協業
組織

16

‐
‐
‐
有
有
有
‐
‐
‐
有
有
‐

地区農
地管理
組合の
有無　

5

＜参考＞

設
立
年
次
別

1975年以前
76～85
86～90
91～95
96
97
98
99
2000
2001

計

2
3
8
18
5
3
10
3
1
2

55

1
3
3
8
1
2
8
2
‐
2

30

‐
‐
1
1
1
‐
‐
‐
‐
‐

3

1
‐
2
2
1
‐
‐
‐
‐
‐

6

‐
‐
2
7
2
1
2
1
1
‐

16

‐
‐
‐
‐
‐
4
1
‐
‐
‐

5

資料　JA福光資料より作成



        

想である。

　

　ｂ．JAの集落営農育成への取組み

　第１次 合併時（66年）の「基本構想」

のなかに，生産コスト40％削減，集落機能

の維持発展，地域の環境を守り資源の有効

活用を目的として，集落営農の育成方針が

掲げられた。70年代半ばごろより共同作業

を行う集落営農組が結成され始めたが，本

格的な集落営農育成に が取り組みだし

たのは，農協系統の全国的な取組みとして

提起された77年の「協同活動強化第１次運

動」以降である。そして，その運動の柱の

一つであった「地域農業振興計画」のなか

に，集落営農の育成が明確に位置付けられ

た。したがって，富山県が82年に打ち出し

た「集落営農組織化促進事業」より５年早

いことになる。

　現在 では「第９次協同活動強化運動」

（01～03年）において，営農面では「自然と

調和ある地域農場システムづくり」と，「多

様な担い手・地域（集落）営農集団づくり」

を掲げ，集落営農組織の育成に力を入れて

いる。ここでは，集落営農同士や担い手農

家とのの提携を踏まえ，まず地区単位によ

る「１地区１農場制」，さらにはその延長上

に「１町１農場」（町内１つの経営体という意

味ではない）をめざした営農体制の確立が

構想されている。

　すなわち，地域農場システム（「１町１農

場」）づくりは，

　第一ステップ：地区ごとに地区農地管理

組合の創設し，調整機能の一元化等，地域

農場システムづくりの基本とする。

　第二ステップ：集落営農，担い手農家，

法人等の多様な担い手の育成・確保と相互

の提携，協調体制を確立する（「１地区１農

場」）。

　第三ステップ：１地区１農場を基礎に，

総体として地域全体があたかも一つの営農

システムのように運営されるシステムを構

築する（「１町１農場」）。

という三つのステップに分けた取組みが行

われている。

　 の集落営農および担い手育成の基本

は， と各組織との役割・機能分担を明確

にすることにある。具体的には はその第

一に ．を中心とする大型基幹施設・産地

形成施設を設置し，低コスト農業の実現を

図ること，第二は，そうした施設の有効活

用と良質米の計画生産ならびに販売強化を

担っている。コシヒカリ，酒造好適米，も

ち米の３品種のバランスをとりつつ，水稲

作付品種，作付体系の確立に努めてきてお

り，また「ふくみつこだわり米」のブラン

ド化をはじめ，米のプール価格の実現と年

間を通じた高品質かつ均質の米の供給をめ

ざす販売対応の強化を行っている。

　集落営農への具体的な事業対応は， 独

自の「集落営農組織化実践事業」に集約され

ている。その内容は， の事業利用を前提

に集落営農組織に対して，

　①機械・施設の導入にかかる事業費への

補助。

　② 機械貸付（リース）事業にかかる貸

付料の３％以内の補助。
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　③生産資材（肥料，農薬，油類等）は，「予

約」「一括申し込み」を前提に，供給額の３

～５％の奨励措置。

　④ 施設利用については，稲育苗セン

ター苗， ． の利用，大麦，大豆乾燥施設

の利用について，利用料金の一定割合の奨

励措置。

　⑤利用料等の清算は， の集落営農名義

の総合口座（営農貸越口座）を通じて行い，

その際貸越金利利息の10％以内の奨励措

置。

等である。また，「集落営農組織化実践事

業」以外には，集落営農および中核農家を中

心としたグループに対して， が補助事業

等で導入した麦，大豆収穫機等の大型機械

を貸し付ける事業によって過剰投資の抑制

を図っている。

　さらに，制度資金以外の農業資金では，

幅広く使える 独自の要綱資金（使途は農

業資金に限定，要機関保証）があり，融資率

80％，貸付金利は長期プライムレート（１年

ごと見直し）で対応している。

　

　ｃ．１地区１農場制への取組み

　　　――集落営農の経営力の強化と

　　　　　　農業生産法人との連携――

　（ａ）　集落営農の経営強化

　 の集落営農育成にかかる現在の課題

は，集落営農，担い手農家，個別農家の経

営力の強化と相互の連携強化を図りつつ，

管内を一農場とみなした生産の団地化・統

一化と米販売の一元化である。しかし，最

近の低米価が集落営農ならびに担い手農家

の収支に悪影響を与えている。県産コシヒ

カリ（自主流通米代金，県下1本の共同計算）

は，91年産で60 当たり23,772円であった

ものが，00年産は16,786円まで低下している。

　このため，集落営農の多くは以前にも増

して「経営努力」（効率化）に力を入れてい

る。例えば，管内で最も早く88年に協業組

織として結成された２つの集落営農組織

組合（24戸，うち中核農家４戸）と 組合（17

戸，中核農家なし）でも同様である。 組合

では，地域で最も配当率が高い組織である

が，基幹作業等はオペレーターに集約化・

専任化し，機械操作に熟練していない人に

は作業を任せないなど，徹底して効率化に

努めている。

　一方， 組合では効率化に努めつつも，若

く機械操作に習熟していない人にもどんど

ん作業を任せる。結果的に機械修理代等が

かさんでも，人材育成のためのコストと認

識し，集落全体による集落営農の維持，担

い手の継続的育成に重点を置いた運営して

いる。このように 組合， 組合のような対

照的な対応もみられるが，いずれも効率化

が課題となっている。

　（ｂ）　JA，集落営農と農業生産法人等との

　　　　　連携

　もう一つの課題として，委託希望農家が

増加しつつあるなかで，市街化の進展に

よって集落営農の設立が困難で，かつ担い

手農家が受託できない場合にどう対応して

いくかがある。現在，そうした農家からの

受託を行う担い手農家や生産法人等が連携
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して組織する「地域総合営農集団」の育成

構想（「アグリサポートふくみつ」）がある。

しかし，いまだ発足しておらず，そうした

役割は個々の担い手農家や生産法人に委ね

られている。そこで，受託を積極的に行っ

ているある農業生産法人（㈲ 社）を例に

とって，その役割や および集落営農との

かかわり等についてみてみたい。

　㈲ 社は，社員数９名（全員福光町出身

者，女性２名），資本金400万円の有限会社で

ある（第17表）。事業範囲は福光町一円を対

象としている。役員の 氏（55歳）， 氏（49

歳）， 氏（40歳）の３名は，いわゆる脱サラ

組みでその後専業農家になった経歴を持っ

ている。　

　法人設立の契機は，町内の稲作専業農家

が稲作経営等について語り合うなかで，特

殊機械の共同利用，生産資材の共同購入等

の話が持ち上がったことである。さらに直

接的なきっかけは，個別の対応では機械，

労働力が限界に達しつつあったこと，万が

一家族の誰かが動けなくなった際には相互

に協力しあい，委託農家も安心して預けら

れる体制をつくっておく必要性，すなわち

会社組織にして経営の安定性・継続性を強

化したいとすることにあった。

　同社の経営概況は，水田の預り面積85

，うち作付面積65 ，転作20 と１年間

の期間借地35 （転作のみ，奨励金は地主が

受領，10 当たり２万円の管理料を徴収）をあ

わせた転作合計55 の大豆，その他大麦55

，作業部分受託30 ，さらに秋のかぶ栽

培（加工を含む），みそ加工等を行っている。

　受託農地等は，これまで積極的に増やし

てきたことから， 7支所，19集落にまた

がっている。また，大区画整備（30 以上）

が終了しているところは集落営農が設立さ

れていることが多いことから，市街化が進

んだ10 区画の小区画をはじめ，町南西部

の中山間地域も含まれている。このため，

農地の団地的な利用ができないというデメ

リットもあるが，山間地から平地という農

地条件の違いを組み合わせた分散のメリッ

トを生かしている。こうした同社の取組み

に対して，00年富山県農業振興賞で「農林

水産大臣賞」を受賞している。

　今後の方針は，集落営農が設立されてい

ない地域を中心に受託を増やすことを考え

ている。しかしその基本は，法人が所在す

る集落を中心とし，その他の集落からのも

のは，まず当該集落の中核農家を中心とし

た同タイプの受託組織が引き受ける。そこ

でカバーできなければ引き受けるというも
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第17表　(有）F社の概要（2001年）

設立 1995年6月，資本金400万円

資料　（有）F社資料より作成

社員数 取締役3名，常時雇用者6名

事業所 本社，事業所（3か所，格納庫を含む）

事業内容 総合農地管理，請負，味噌加工

経
営
面
積

水稲65ha（コシヒカリ,新大正もち米）
作業部分請負　30ha
大麦　30ha
大豆　55ha
かぶ（加工含む）　60a

設備 育苗施設，乾燥施設（3か所，乾燥機15台）

機
械

クローラートラクター（1台），トラクター
（8台）
田植機（8条・4台），汎用コンバイン（8
条・1台）
コンバイン（6条・4台），大豆コンバイン
（2条・3台）
大豆選別機（2台），籾摺機（2台）
加工床土製造関連機械一式



        

のである。

　実際に同社の受託地をみると町内におい

て，集落営農が設立されておらず，受託農

家等が見つかりにくい，つまり，放置され

れば確実に荒れていく農地を抱えた市街地

や，中山間地を含む比較的条件が悪いとこ

ろもカバーしている。

　同社と および集落営農との関係をみ

ると，同社は乾燥機を装備しているので管

内100戸分程度の飯米分に加えて，独自で30

㎏詰め，2000袋を直接販売（一部 からの委

託もあり）しているが，それ以外は の ．

を利用しており，また酒米は と出荷契

約を締結している。また， ． での事前検

査で基準未達分は別処理することになる

が，ライスセンターを所有する同社をはじ

め中核農家や法人がその乾燥・調整を行う

など，相互の提携や一定の棲み分けが行わ

れている。さらに集落営農では，全体的に

オペレーターが不足気味となっており，近

隣の集落営農に対しては要請があれば必要

な機械（オペレーター付き）の貸出も行う

等，一定の協力関係にある。

　このように，集落営農が数多く創設され

ている地域においても集落の事情等からす

べてをカバーすることは不可能である。こ

れに対して 福光管内では を中心とし

た農地の利用調整や機械・施設の効率的利

用を軸にしながら，集落営農，担い手農家，

農業生産法人等がそれぞれの目的と役割を

果たし，相互に提携・協力してはじめて地

域農業の営農システムが構築されている実

態がある。これこそがまさに が提唱する

「１町１農場」構想にほかならない。

　

　

　

　

　（1）　集落営農を多様な担い手として

　これまで日本農業の実態とその基本的課

題への対応として，富山県における集落営

農育成の取組みを通じて，農地の集団的・

面的利用，地域農業資源の保全・活用，さ

らには地域農業総体としての地域農業マ

ネージメント体系の確立といった側面か

ら，集落営農の今日的意義を述べてきた。

　一方，最初に述べてきたとおり農政にお

ける集落営農の位置付けは明確ではなく，

中核を担う農業者が他産業並みの生涯所得

を目指し，集落を１つの農場として，一括

的に管理・運営する集落営農に対しては適

切な施策を講ずるとしている。つまり政策

対象として，一定の線引き，対象の限定を

しようとしている。

　集落営農のタイプは実に多様である。元

来，その構成員は兼業農家がほとんどであ

り，個々の農家では経営継続が困難なため

に，集落の合意形成を基礎に設立されたも

のである。しかし，そこでは農地利用の相

互調整や機械・施設の共同利用，共同作業

等を行うことによって，集落全体としての

経営の革新・効率化を果たし，地域農業資

源の保全・活用や地域社会の維持・活性化

に寄与しているのである。このような実態

を無視して，中核農家の存在の有無等で一

律に集落営農を評価することは誤りであろ
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５．結語

――集落営農の意義とその展望――



        

う。逆に，実態は中核農家にあっても集落

の合意があってはじめて効率的な農地利用

が可能になるのであって，地域農業は集落

営農や個別農家，さらには各種の生産・販

売組織との相互補完関係の上に成り立って

いるのである。だとすれば一律的評価は地

域農業システムの環を断ち切る恐れさえあ

る。このように，相互の補完・協力関係を

考慮すれば，中核農家だけを政策対象にす

ることは，地域農業の実態や農業者の意向

を踏まえた現実的な政策対応とはなり得な

いであろう。

　求められていることは，日本農業が抱え

る基本的な課題に対して集落営農が果たし

ている役割・機能をまず明確に認知するこ

とであろう。本稿で取り上げた先駆的な事

例，例えば7つの集落営農が統合することに

よって効率的な180 規模の経営体が生ま

れつつあること，中核農家と協業組合が一

体となって相互協力的な集落営農を設立し

ていること，農協の役割・機能が橋渡しに

なって，中核農家と集落営農が相互補完的

に地域営農システムを形成していること

等，これらは集落営農の新たな可能性を示

しているものといってよい。

　こうした先駆的な集落営農の取組みは環

境変化に適応すべく，集落の総意として選

択した結果である。そうした意味において

は，集落営農を多様な担い手としてまず認

知し，農地利用の合意の促進と協業組織へ

の誘導を図りつつ，政策対象とすべきか否

かは農政サイドからの選別ではなく，意欲

と能力を有する集落営農自らの判断・選択

に委ねるべきであろう。

　（2）　「法人化」について

　集落営農内に中核農家やオペレ－ター組

織を確保するためには，「法人化」すべきと

の指摘がある。そして，そのことが組織の

安定性・継続性につながるというものであ

る。

　福光町の㈲ 社のヒアリングでは，メ

リットとして経営と家計が分離され経営の

姿がよく分かる，一定の専任制をとること

によって機械の操作，作業の習熟度が向上

するとともに分担・責任が明確となる。さ

らにそれを前提にしたローテーション制は

経営の効率化に寄与する，何かあった時で

も相互代替が可能であり安心・安定感が増

した，と答えている。　

　富山県でのヒアリングでは，そのメリッ

トとして認定農業者制度の対象となるこ

と，責任体制の確立と対外信用力の増大，

企業的経営管理への条件整備，社会保険制

度の適用による専従者や新たな人材確保と

組織の継続性の強化をあげている。

　一方，法人化しにくい理由として，①法

人の設立と設立後の経営管理に伴うコスト

増加，②税負担増加や相続税納税猶予制度

非適用等の税務上の負担増大や課題の発生

をはじめ，③既に協業経営組織では，コス

ト低減，農地の有効利用，集落機能の維持

等で効果を発揮しているため，必要性の認

識が低い，④構成員のほとんどが第Ⅱ種兼

業農家であるため，農地法で定める農業生

産法人の要件
（注10）

を満たせない，等をあげてい
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る。とりわけ③，④の理由が実態的には大

きな理由といえよう。

　実際，集落営農の多くは任意組合が圧倒

的に多く，あえて法人化にこだわるところ

は少ない。つまり，「法人化」が必ずしも経

営の継続性・安定性の必要十分な条件では

なく，これも各営農組合の経営実態や総意

としての判断に委ねる性格のものであろ

う。集落営農が発展するために「法人化」

が必然といった「発展段階論」的見方は，

逆に無用の混乱を引き起こしかねない。

　それよりもむしろ，現行法制上の枠組み

に集落営農を押し込めるのではなく，その

実態に合わせた農業生産法人要件の再検討

が必要であろう。その１つに，過疎地等を

多く抱えた島根県の集落営農育成の実践を

踏まえた「農村集落営農法人」制度
（注11）

の提案

がある。

　これは，農業者個々による農業経営が困

難になりつつあることから，集落全員の力

による農地の管理と公益機能の維持・発揮

をめざし，農地法によらず農地の取得がで

きる「農村集落営農法人」の提唱である。

　こうした新たな法人の提唱は，地域農業

資源管理問題とのかかわりにおいて極めて

重要であろう。今日，地域農業資源の管理

は集落によって行われているところが多

い。しかし集落機能が徐々に低下していく

なかで，その管理主体を将来的にどのよう

に考えていくかは，過疎地に限らず重要な

課題であろう。

　こうした課題に応えていくためにも，農

道や水路等の公共的な用排水路といった基

幹的な地域農業資源は，環境保全や多面的

な機能にも十全な配慮をしつつ，自治体を

管理主体として明確化し，実際の管理は「農

村集落営農法人」に委託していくといった

ことも考えられよう。

　（注10）　農業生産法人には，法人化のための３要
件，「事業要件」「構成員要件」「経営責任者要件」
があり，なかでも集落営農は構成員のほとんどが
兼業農家(後継者・女性も含む)であるために，「構
成員要件」として法人の事業の常時者（原則年間
150日以上）であることや必ずしも農地の権利提
供者でないこと，「経営責任者要件」として法人の
事業に主として従事する常時従事者たる構成員
が過半数を占めていること，等のクリアが困難と
なっている。

　（注11）　桃木信博「集落を守る営農法人に新制度
を」朝日新聞「論壇」，98年11月11日付。ここで
は，「構成要件」として集落の20歳以上の世帯員す
べてを参加資格者とし，すべての農家の過半数以
上参加，「事業要件」として農業の協業経営，農産
加工，消費者との交流等，「経営責任者要件」とし
て構成員のなかから選任，をあげている。島根県
の集落営農の実態を踏まえて「農村営農法人」に
よる集落の営農継続とあわせて，新基本法でいう
「農業の多面的機能」「農村の振興」を強く意識し
た提案といえる。

　

　（3）　集落営農と農協

　集落営農の育成にあたっては，農協，自

治体，改良普及センター等の農業関係団体

の支援が欠かせない。とりわけ，生産農家

等と最も密接な関係にある農協の役割は重

要である。　

　農協系統では，80年代半ば以降，集落営

農を含めた「地域営農集団」の育成に力を

入れてきた。しかし，個々の集団，組織の

育成に力点が置かれ，農用地の利用調整や

農業機械・施設の広域的・効率的利用と

いった地域全体における農協の役割・機能

が明確ではなかった。このため，地域農業

農林金融2002・10
56　‐　700



        

を総体としてとらえ，そのシステム化を図

るといった視点が弱く，取組みも大きな前

進はみられなかった。

　そうした視点が明確に加えられたのは，

94年の第20回全国農協大会以降である。同

大会では，地域農場的営農づくりが重要で

あり，地域営農集団や集落営農を一層推進

するとともに，地域の農業諸資源を１つの

農場のなかで利用する仕組みづくりに取り

組み，さらにそうした地域農場型営農の展

開により，多様な農業者の共生を実現す

る，とした明確な方向性が打ち出された
（注12）

。

　集落営農の育成にあたっての農協が果た

すべき役割・機能は，具体的事例のなかで

すでに述べてきたが，その最大のものは地

域農業の実態を見極め，農家や各生産・販

売組織の意向を踏まえた地域農業全体の将

来ビジョンを明確にすることである。そし

て，そのビジョンに向けて農協をはじめ多

様な担い手の役割を明確にし，全体として

の有機的な関連づけを構築していくといっ

た，まさに地域農業マネージメントの機能

が発揮されなければならない。

　加えて，集落営農をはじめ多様な担い手

の育成に向けての具体的な施策が必要とな

る。農協として発揮すべき機能・役割は，

その前提としての農用地の団地的・面的利

用調整と農業機械・施設設置とその有効・

効率的利用を地域全体として体系化し，地

域農業のシステム化を図ることが特に重要

である。その上に，集落営農等の各種の生

産組織を位置付け，それぞれの役割・機能

を有機的に結び付けていくことであり，そ

こに営農指導をはじめ各種農協事業の機能

を発揮していくことになる。

　今日，農協の農産物販売機能の強化が特

に求められているが，こうした取組みは

マーケッティング志向を強めた農協の販売

戦略構築の基礎条件をも形成することにな

る。本稿で取り上げた事例は，集落営農組

織をベースとした農協の米販売対応の好事

例といえよう。

　さらに，集落営農の育成にあたっては，

高齢化の進展のなかで将来にわたっての集

落の営農とその担い手をどう確保していく

か，このことを集落全体で十分話し合いで

きるよう支援を強めることである。また，

営農意欲を持つ農家にはそれが発揮できる

よう，集落ならびに各農家の自主性・自立

性を尊重することがとくに重要であろう。

こうした取組みが，地域の農業力の維持・

発展の原動力となり，その結果として農協

自らの組織基盤の強化が図られることをと

くに銘記しておく必要があろう。

　（注12）　農協の集落営農育成にかかる経緯は，拙稿
「地域農業の再編と農協の役割―集落営農組織育
成の今日的意味―」本誌2000年５月号を参照。

（主席研究員　木原　久・きはらひさし）
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